
（ＮＴＴ西日本）
その他費用の算定根拠
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１人１時間あたり作業単金（平日昼間）

金額等

①労務費単金（平日昼間・１時間） 4,148 (1)⑦×（１＋(1)⑫）
②物件費 1,078 ①×(2)③
③管理共通費 935 (①＋②)×(3)③
④退職給与費 0 (①＋②)×(4)③



Ⅱ 工事費

（１）ＰＨＳ登録工事費（１磁気媒体ごとに）
（ＰＨＳ網制御局及びＰＨＳ接続装置に登録する工事の場合）

①作業単金（１時間あたり） 6,179 （単位：円）
②１の工事に要する作業時間 5.418 （単位：時間）

③当該作業に係る工事費 33,478 （単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に使用した
貸倒率）

（ＰＨＳ網制御局のみに登録する工事の場合）

①作業単金（１時間あたり） 6,179 （単位：円）
②１の工事に要する作業時間 4.968 （単位：時間）

③当該作業に係る工事費 30,698 （単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に使用した
貸倒率）

（２）ＰＨＳ契約者回線番号削除工事費（１番号ごとに）

①作業単金（１時間あたり） 6,179 （単位：円）
②１の工事に要する作業時間 0.084 （単位：時間）

③当該作業に係る工事費 519 （単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に使用した
貸倒率）

（３）ＰＨＳ覧㎈





 （９） ＶＰＮ工事費（１回線ごとに）
ア．当社の加入者交換機にＶＰＮサービス機能を登録する工事に要する費用







（１８）ルーティング番号等削除工事費









（ 平 日 昼 間 ）

（ ２ ４ ） 光 信 号 分 既 端 末 回 線 収 ㇶ キ ャ ビ ネ ッ ト 等 設 置 工 事 費 （ １ 光 信 号 分 既 端 末 回 線 ご と に ）
（ 平 日 昼 間 ）

（ ２ ５ ） 光 信 号 分 既 端 末 回 線 設 置 等 加 算 工 事 費 （ １ 光 信 号 分 既 端 末 回 線 ご と に ）

① 平 日 昼 間 の 当 該 作 業 に 係 わ る 工 事 費 3 4 1 1 5 （ 単 位 ： 円 ）



（２６）ルーティング番号変糊 ɾ傽２ ーティング番号輔 丼姫�





（２）料金の設定

（ア）電話サービス又は総合ディジタル通信サービスの利用者に対する料金請求書の料金内訳項目を１の協定事業者が専有する場合であって、請求・収納・回収に係るもの

・１内訳項目ごとに

単　　位

（円/内訳項目）

・利用者料金額（請求金額）ごとに（月額）

単　　位

（％）

（イ）電話サービス又は総合ディジタル通信サービスの利用者に対する料金請求書の料金内訳項目を複数の協定事業者で共用する場合であっ



（２）電話帳掲載手続費（１発行ごとに１掲載あたり）
ア．原価の算定



（３）番号情報データベース登録手続費（１登録ごとに１番号あたり）

ア．協定事業者から契約者の番号情報を番号情報データベースに登録するように書面により請求された場合に、
    当該番号情報を番号情報データベースに登録するときに要する費用













（１８）光信号端末回線の事前照会に係る情報調査費（１区間ごとに）
ア．提供可能時期の調査に要する費用
　（ア）光信号端末回線（既に設置された当社の屋内配線を除きます。）に係る情報を提供する場合

（単位：円）
（単位：時間）

（単位：円）



　（エ）複数のキャビネットラックに設置された、１の接続申込者に係る接続に必要な装置等相互間を接続する場合

（単位：円）
（単位：時間）

（単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に
使用した貸倒率）

（単位：円）
（単位：時間）

（単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に
使用した貸倒率）

（単位：円）
（単位：時間）

（単位：円）
(①×②)×（1+ 「網使用料算定根拠」記載のⅩⅤ．料金設定に
使用した貸倒率）

（２０）光配線区域情報調査費（１通信用建物ごとに）
平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの間に適用するための手続費



平成２０年１２月１日から平成２１年３月３１日までの間に適用するための手続費
 （ウ） 原価の算定　（名義人基準の弾力化に係る機能追加に係るもの）

①設備管理運営費 （単位：円）

②他人資本費用 （単位：円）

③自己資本費用 （単位：円）

④利益対応税 （単位：円）

⑤合計



（２２） 同一番号移転可否情報調査費
平成２０年７月１日から平成２１年３月３１日までの間に適用するための手続費
ア.原価の算定
　（ア）情報提供システムに係る費用

①設備管理運営費 （単位：円）

②他人資本費用 （単位：円）

③自己資本費用 （単位：円）

④利益対応税 （単位：円）

⑤合計 （単位：円） ①＋②＋③＋④

⑥情報提供システムの利用見込件数 （単位：件）
⑦情報提供システムに係る１件あたりの料金 （単位：円） ⑤／⑥

　（イ）情報提供作業に係る費用（当社が指定した電気通信設備を通じて申込を行う場合以外）

①作業単金（１時間あたり） （単位：円）
②１の手続に要する作業時間 （単位：時間）
③当該作業に係る料金 （単位：円） ①×②

　（ウ）情報提供作業に係る費用（当社が指定した電気通信設備を通じて申込を行う場合）

①作業単金（１時間あたり） （単位：円）
②１の手続に要する作業時間 （単位：時間）
③当該作業に係る料金 （単位：円） ①×②

イ．単金の算定



（２４）き線点換算線路長調査費（１電柱ごとに）

（単位：円）
（単位：時間）

（単位：円）



（２８）ルーティング番号変換手続費





（３３）光回線設備線路条件調査費









（参考１）設備区分別固定資産明細表（通信料対応設備合計の内訳）

（単位：百万円）

電力設備 その他

取 得 価 額 0 0 0
公衆電話機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0

正 味 価 額 0 0 0
取 得 価 額 1,444,584 0 1,444,584

市内電話機械設備 減価償却累計額直接賦課 1,341,018 0 1,341,018
正 味 価 額 103,566 0 103,566
取 得 価 額 55,844 0 55,844

市外電話機械設備 減価償却累計額直接賦課 52,777 0 52,777
正 味 価 額 3,067 0 3,067
取 得 価 額 0 0 0

電信機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0
正 味 価 額 0 0 0

機 取 得 価 額 0 0 0
電報機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0

正 味 価 額 0 0 0
取 得 価 額 0 0 0

ＤＤＸ機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0
械 正 味 価 額 0 0 0

取 得 価 額 0 0 0
画像機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0

正 味 価 額 0 0 0
取 得 価 額 0 0 0

設 ＯＣＮ機械設備 減価償却累計額 － 0 0 0
正 味 価 額 0 0 0
取 得 価 額 712,755 0 712,755

伝送機械設備 減価償却累計額直接賦課 669,120 0 669,120
正 味 価 額 43,635 0 43,635

備 取 得 価 額 45,314 0 45,314
無線機械設備 減価償却累計額直接賦課 42,008 0 42,008

正 味 価 額 3,307 0 3,307
取 得 価 額




